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須崎市文書管理システム構築業務 

プロポーザル実施要領 

 

１．実施要領の目的 

この実施要領は、須崎市（以下「市」という。）における、文書のデジタル化による事務の効率化と電子

決裁等に対応した文書管理システムの構築業務（以下「本業務」という。）の契約の相手方となる受託候補

者をプロポーザル方式により選定するため、必要な事項を定めるものとする。 

 

２．対象業務 

（１）業務名 

   須崎市文書管理システム構築業務 

（２）業務内容 

   別紙「須崎市文書管理システム構築業務仕様書」のとおり 

 

３．実施方式 

  公募型プロポーザル方式 

 

４．見積限度額 

 ・文書管理システム構築委託料 ８,０８７,０００円 

  別紙「須崎市文書管理システム構築業務仕様書」に示す構築期間中に必要な経費（委託契約） 

・文書管理システムサービス利用料（６０ヶ月総額） ２４,１７０,０００円 

  別紙「須崎市文書管理システム構築業務仕様書」に示す保守期間中に必要な経費（使用料契約） 

  利用期間（６０ヶ月）の長期継続契約とし、システム利用料、システム保守料、運用保守費用等を全て

含むものとする。 

  ※この金額は消費税及び地方消費税を含む。 

  ※この金額は契約予定額を示すものではない。 

 

５．参加資格要件 

  本プロポーザルに参加する者は、本業務の遂行に必要な能力を有し、本プロポーザル公示日の時点にお

いて、次の各号に掲げる要件を全て満たしていなければならない。また、１つの法人又は団体若しくは同

一人が代表者となっている法人等が、重複して複数の参加表明を行った場合、その者の提案は無効とする。 

 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２）会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６４４条の規定に基づく生産の開始、破産

法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第１９条第１項の規定に基づく破産手続開始

の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続き開始の申立

て、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続き開始の申立て

がなされた者でないこと。 
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（３）本法業務の公募を開始する日から契約締結日までの間のいずれの日においても須崎市入札参加資格者

名簿（物品）に登録があり、３３情報関連サービス、０３システムの設計、開発運用に申請のある者。 

（４）須崎市の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則（平成２４年須崎市規則第１７号）第２条

２項５号に掲げる排除措置対象者に該当しないこと。 

（５）情報セキュリティについて、「ISMS（ISO２７００１）」、「プライバシーマーク（JISQ１５００１）」の

うち一つ以上を取得していること。 

（６）令和２年度以降に本業務と同種システムの構築又は運用保守に携わった実績を有すること。 

（７）四国内に本社又は事業所（営業所）を有していること。 

 

６．参加者の失格 

  受託候補者の選定終了までの間に参加者が次のいずれかに該当する場合は、無効、失格とする。 

  （１）参加資格要件を満たさないことが判明した場合  

  （２）企画提案書等に虚偽の内容が記載されていると認められた場合 

  （３）本プロポーザルの審査に影響を与える工作等、不正な行為があったと認められた場合 

 

７．実施スケジュール 

  下表のとおり。変更があった場合は、参加者へ別途通知する。 

項目 期限、時期 

本実施要領の公示 令和６年１２月４日（水） 

質問書受付期限 令和６年１２月１３日（金）１７時 

質問への回答日 令和６年１２月１８日（水） 

参加申込書受付期限 令和６年１２月２５日（水）１７時 

企画提案書等提出期限 令和７年１月１５日（水）１７時 

一次審査（書類審査）※ 令和７年１月１６日（木） 

一次審査結果通知 ※ 令和７年１月１７日（金） 

二次審査（プレゼンテーション及びデモンストレーション

審査） 
令和７年１月２２日（水）予定 

二次審査結果通知 令和７年１月下旬予定 

契約締結 令和７年１月下旬予定 

※一次審査（書類審査）は、５者以上から企画提案書等の提出があった場合のみ実施。 
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■配布資料 

№ 資料名 配布方法 

１ 須崎市文書管理システム構築業務プロポーザル実施要領＜本紙＞ ホームページ 

２ 須崎市文書管理システム構築業務仕様書 ホームページ 

３ 企画提案書記載内容一覧（別紙１） ホームページ 

４ 審査の内容、審査の視点（別紙２） ホームページ 

５ 質問書（様式１） ホームページ 

６ 参加申込書（様式２） ホームページ 

７ 業務実績書（様式３） ホームページ 

８ 機能要件表（様式４） ホームページ 

 

８．質問及び回答について 

質問がある場合は、質問書（様式１）により、令和６年１２月１３日（金）１７時までに「１８．お問

い合わせ先」に記載のメールアドレスまで電子メールにて提出すること。電話及び直接来庁による質問は

受け付けないものとする。 

なお、回答については、令和６年１２月１８日（水）までにホームページに公開する。 

 

９．参加申出手続 

（１）提出期限 令和６年１２月２５日（水）１７時必着 

（２）提出場所 須崎市企画情報課 デジタル推進係（担当課） 

（３）提出方法 担当課まで直接持参又は郵送により提出することとし、加えて、電子メールによる電子デ 

    ータを提出すること 

        ※電子メールについては、開封確認の設定をすること。 

（４）提出書類 

  ①参加申込書（様式２） 紙媒体１部、電子データ 

  ②業務実績書（様式３） 紙媒体１部、電子データ 

 

１０．企画提案書等の提出 

（１）提出期限 令和７年１月１５日（水）１７時必着 

（２）提出場所 企画情報課 デジタル推進係 

（３）提出方法 担当課まで直接持参により提出することとし、加えて、電子メールによる電子データを提

出すること 

        ※電子メールについては、開封確認の設定をすること。 

 



 

4 

 

（４）提出書類 

  ①企画提案書（任意様式） 紙媒体１６部、電子データ 

  ②機能要件表（様式４）  紙媒体１部、電子データ 

  ③見積書 

   （ア）文書管理システム構築委託料（任意様式）       紙媒体１部、電子データ 

   （イ）文書管理システムサービス利用料６０ヶ月（任意様式） 紙媒体１部、電子データ 

   （ウ）文書管理システムデータ移行費用（任意様式）     紙媒体１部、電子データ 

（５）参加辞退 期限までに提出されない場合は辞退したものとみなす。 

 

１１．企画提案書の作成要領 

（１）別紙１「企画提案書記載内容一覧」に基づいて、具体的に記載すること。 

（２）別紙１「企画提案書記載内容一覧」の項目の順に企画提案書（任意様式）を作成し、ファイルに綴じ

インデックスを貼ること。 

（３）任意の様式とし、Ａ４、両面印刷とする。具体的な説明のため図や表等を使用してもよい。 

（４）文字サイズは１０．５ポイント以上とする。ただし、図表中に使用する文字についてはこの限りでな

い。 

（５）ページ数の上限は５０ページとし、表紙、目次、裏表紙は枚数に含めない。 

（６）企画提案書（任意様式）に記載する内容は、項目４「追加提案」事項以外については、本業務におけ

る実施義務事項として参加者が提示するものであることに留意すること。 

（７）実施義務がない事項や追加提案事項については、その旨がわかるよう明示すること。 

 

１２．機能要件表の作成要領 

（１）各項目について、下記の条件に従い「対応」欄に「〇」を記入すること。 

   標   準：提案システムの標準機能で対応可能である。 

   カスタマイズ：提案システムで対応するためにはカスタマイズが必要。 

         「備考、追記」欄にカスタマイズの内容を記載及び費用について記載すること。また、

費用については文書管理システム構築委託料に含めること。 

   運 用 回 避：提案システムの標準機能だけでは対応できないが、運用方法にて回避できる。「備考、追

記」欄に運用回避方法を記載すること。 

   対 応 不 可：提案システムでは対応できない。 

 

１３．見積書の作成 

（１）必ず代表者印を押印すること（電子印可） 

（２）消費税及び地方消費税を含むこと 

（３）以下の区分により見積書（任意様式）を作成し、それぞれ内訳を提出すること。 

  ①文書管理システム構築委託料（契約締結日の翌日から令和７年３月３１日まで） 

   ※ただし、予算の繰越承認を得られた場合は、令和７年１０月３１日までとする。 

  ②文書管理システムサービス利用料（令和７年１１月１日から令和１２年１０月３１日まで） 

  ③文書管理システムデータ移行費用（契約期間満了後、別システムへのデータ移行を想定した費用） 
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  ④文書管理システム追加提案費用 

   ※追加提案の費用については、価格評価に含まない。 

 

１４．審査、選定方法 

（１）選定方法 

   本プロポーザルの審査項目、審査方法及び配点は、次に掲げるものとする。 

審査項目 審査方法 配点 

技
術
点 

企画提案書 

企画提案書記載内容一覧 

項目１から項目４ 

企画提案書に基づくプレゼンテーシ

ョン及びデモンストレーション審査 
２００ 

企画提案書記載内容一覧 

項目５から項目１１ 
書類審査 ７０ 

業務実績書（様式３） 書類審査 ３０ 

機能要件表（様式４） 書類審査 ２００ 

価
格
点 

文書管理システム構築委託料見積額 書類審査 ２３ 

文書管理システムサービス利用料見積額 書類審査 ２３ 

文書管理システムデータ移行費用見積額 書類審査 ４ 

合 計 ５５０ 

 

（２）受託候補者の選定 

  ①技術点と価格点の合計得点が最も高い者を受託候補者とする。 

  ②受託候補者の選定結果は、参加申込書を提出した参加者全てに書面で通知する。 

  ③受託候補者となった者は、公表することがある。 

  ④受託候補者とした通知をもって本業務の契約を確約するものではない。 

 

（３）一次審査の実施 

    ５者以上から企画提案書等の提出があった場合は、一次審査を行い、上位４者を選定した後、デモ

ンストレーション及びプレゼンテーション審査を行う。一次審査の実施後、審査対象者に対し、審査

結果を書面により通知する。 

 

（４）プレゼンテーション及びデモンストレーション審査 

    審査は、企画提案記載内容一覧の項目１から項目４に基づき、プレゼンテーション及びデモンスト

レーション審査を実施する。 

 

   実施方法は次のとおりとする。 
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   ①日程等について 

    （ア）日  時 令和７年１月２２日（水）（予定）※開始時間、場所は別途通知する。 

    （イ）時間配分 各参加者の持ち時間は、プレゼンテーション及びデモンストレーション合わせて 

             ４５分以内（４５分の配分は参加者の任意）、質疑応答１５分以内の計６０分以内 

             とする。 

    （ウ）順  番 参加申込書の受付順とする。 

 

   ②内容について 

     あらかじめ提出した企画提案書の項目１から項目４について、別紙２を踏まえて説明すること。

また、項目３（４）電子決裁機能については、指定するシナリオに基づいてデモンストレーションを

行うこと。 

なお、あらかじめ提出した企画提案書以外の追加資料の提出は認めない。 

 

   ③その他 

    （ア）プレゼンテーション及びデモンストレーション審査で使用するパソコン等の機材は各参加者

で用意し、プロジェクター、スクリーン及び大型ディスプレイは市で用意する。 

    （イ）参加者のプレゼンテーション及びデモンストレーション審査への出席者総数は５名以内とし

出席者以外の来庁者がある場合は参加者控え室で待機すること。 

 

１５．審査結果の通知 

審査が完了したときは、速やかに企画提案者全員に対し、決定の可否を文書で通知するものとする。

ただし、審査結果に関する異議の申立ては一切受け付けない。 

 

１６．提案内容の確認、協議、契約 

受託候補者と市が協議し、両者協議が整った場合、業務委託に係る仕様書を提案内容に沿って確定

させたうえで速やかに契約を締結する。 

受託候補者の企画提案書等に虚偽の記載等が判明した場合又は受託候補者と協議が整わない場合は、

次点の参加者に対し協議を行う旨を受託候補者の決定から２週間以内に文書で通知する。 

 

１７．その他留意事項 

（１）企画提案書等の作成や提出、プレゼンテーション及びデモンストレーション等、本プロポーザルに関

する一切の経費は、全て参加者の負担とする。 

（２）提出された企画提案書等は、返却せず市の所有とし、組織内でコピー、配布を行う場合がある。ただ

し、参加者に断りなく、他自治体、他社に公開、配布はしない。 

（３）市から提示した本プロポーザルに関する資料を、本業務企画提案以外の目的で使用すること、及び第

三者へ開示、漏洩してはならない。 

（４）プロポーザルへの参加者が１者であっても予定した評価を行い、提案内容等が市の求める仕様を満た

しているかを確認する。 
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（５）審査等に対して、異議申立てはできないこととし、選考方法、選考内容についての問合わせにも、原

則として応じないこととする。 

（６）本プロポーザルの日程等に変更があった場合は、速やかに参加者へ通知する。 

（７）電子メール等の通信事故については、市はいかなる責任も負わない。 

（８）企画提案書等に虚偽の記載をした場合は、市における指名停止処分を講じる場合がある。 

（９）予算の繰越承認が得られなかった場合は、本業務を中止とする。 

 

１８．問い合わせ先 

   所 在 地  〒７８５-８６０１ 高知県須崎市山手町１番７号 

   担 当 部 署  須崎市企画情報課 デジタル推進係 

   電 話 番 号  ０８８９－４２－５６９１ 

   F A X 番 号  ０８８９－４２－１２０１ 

   メールアドレス  joho@city.susaki.lg.jp 


